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働き方改革関連法
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労働基準法改正対策

◀厚生労働省
中小企業庁



▲時間外労働の上限規制お悩み解決ハンドブック（厚生労働省・２０２２年）





違反するとどうなる？

労働基準法119条

次の各号のいずれかに該当する者は、
六箇月以下の懲役又は三十万円以下の
罰金に処する。



違反するとどうなる？

労働基準法121条

違反行為をした者が、当該事業の労働者に
関する事項について、事業主のために行為
した代理人、使用人その他の従業者である
場合においては、事業主に対しても各本条
の罰金刑を科する。



違反するとどうなる︖

労働基準法121条
つまり…

違法な残業を指示した
管理職など以外にも、
会社の代表者も罰則の対象
となり得る！



会社の代表者が罰則を受けると…

建設業法8条

国土交通大臣又は都道府県知事は、許可を
受けようとする者が次の各号のいずれかに
該当するとき、（中略）許可をしてはなら
ない。

⇒ 欠格要件



会社の代表者が罰則を受けると…

建設業法8条

七 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終
わり、又はその刑の執行を受けることがなくなつ
た日から五年を経過しない者
十一 法人でその役員等又は政令で定める使用人
のうちに、第一号から第四号まで又は第六号から
第九号までのいずれかに該当する者



会社の代表者が罰則を受けると…

建設業法28条

国土交通大臣又は都道府県知事は、当該建
設業者に対して、必要な指示をすることが
できる。
３ 建設業者がその業務に関し他の法令に
違反し、建設業者として不適当であると認
められるとき。



会社の代表者が罰則を受けると…

建設業法28条３項

３ 国土交通大臣又は都道府県知事は
（中略）一年以内の期間を定めて、そ
の営業の全部又は一部の停止を命ずる
ことができる。



会社の代表者が罰則を受けると…

建設業法29条

国土交通大臣又は都道府県知事は、その許
可を受けた建設業者が次の各号のいずれか
に該当するときは、当該建設業者の許可を
取り消さなければならない。



会社の代表者が罰則を受けると…

つまり…

のおそれがある！
営業停止 建設業許可の取消や

営業
建設業



過去の事例

・取締役が罰金10万円→刑が確定

・建設業法第８条に定める
に該当するため、欠格要件

建設業許可の取消処分



必要な対応

• 代表取締役社長は、刑の確定前に、取締
役を辞任しなければならない

• 刑の確定後も取締役のままでいると、建
設業法上の許可が取り消されてしまう

辞任 建設業



働き方改革を促進するための
建設業法改正

17



2020年10月１日施行 改正建設業法

① 建設業の働き方改革の促進
② 建設現場の生産性の向上
③ 持続可能な事業環境の確保



①注文者に、著しく短い工期による請負契約の締結を禁止する

注文者

注文者に、通常必要と認められる期間に比して「著しく短
い工期」による請負契約を締結することが禁止される。

建設業者

請負契約

著しく短い工
期



注文者に、著しく短い工期による請負契約の締結を禁止する

違反した場合は？
• 注文者は、 請負代金が500万円（建築一式工事では1500

万円）以上である場合 （施行令5条の8）、著しく短い工
期による請負契約を締結したときに、認可行政庁（国土
交通大臣・都道府県知事）から勧告を受けることになる
（建設業法19条の6第2項）。

• この勧告に従わない場合は、企業名を公表されることに
なる（同条3項）。



請負契約の書面の記載事項に、
「工事を施工しない日・時間帯」の定めを追加する
建設業者と注文者は、「工事を施工しない日・時間
帯」を定めるときは、これを建設工事請負契約に記
載なければならない。

例えば、土日祝日が休みなら、下記のような記載
(工事を施工しない日・時間帯)
受注者は、以下の日時は本工事を施工しないものとする。
⑴土曜日
⑵日曜日
⑶年末年始（12月31日から1月4日まで）
⑷国民の祝日に関する法律に定める休日
⑸国民の祝日が日曜日にあたるときはその翌日



原価高騰著しい今、効率的な働き方を
目指し、販管費を圧縮する必要性
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インボイス制度
• インボイス制度（適格請求書等保存方式）とは
→品目ごとの消費税率や税額、課税事業者
の登録番号などを請求書に記す制度

• 2023年10月1日からスタート
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住宅業界は板挟み
• 消費者は「安くて良いもの」を求め、商社は

「原価高騰に更に口銭を乗せて販売する」中
で、住宅会社は「板挟み」状態

安くして！ 高くしよう

消費者 住宅業界 商社



建設DXと建設業法
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建設DXと建設業法

建設DX

デジタル改革
・生産性の向上
・建設業における働き方改革の促進

ドローンなどの活用
→ 今まで命がけで実施してきた

点検業務を機械が代替

方向性的に、建設DXは良い方向だけれど…

「良かれ」と思って法を軽視すると、多数の法令違反の不祥事が生じかねない

政府

●建設業法の規制について

BIMの導入
→ 建築図面の視覚化が促進
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建設DXと建設業法

●横浜のマンション杭問題
「基礎ぐい工事の適切な施工を確保するために講ずべき措置
（平成28年3月4日国土交通省告示第468号）」を発表

〇建設業者に工事監理者・主任技術者立ち合いの下での「現地確認」を要求
× Webカメラでつなぐ方法による立会いは想定外

過去の不祥事から再発防止のために要求される対面の立会い
→Webによる遠隔対応に変更することが解釈上できるのか？

建設DXをどこまで推進できるか︖
→建設業法上の技術者配置制度に関する深い理解がなければ

法違反の建設DXを運用してしまいかねない

建設業法をはじめとした 法律についての深い理解と知識
をもって、新しいビジネスを生み出す ことこそ重要

国土交通省
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